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本研究は、戦後の日本企業や労働組合が欧米の経営技法や労使関係概念の導入プロセス

を彼らの認 識構造の変化に注目して解明することを目的としている。欧米の経営技法や

労使関係の 導入が「日本的経営」の形成に果たした役割は既に指摘されているが、実証

研究が蓄積 されているとはいいがたい。本研究は、日本生産性本部海外視察団の参加者

データベー スおよび視察団参加者へのオーラル・ヒストリー資料を利用して上記の課題

に接近する ことを試みた。本研究は先行研究の分析対象を新たな手法及び資料によって

分析してお り、日本経済史研究において分析方法、分析資料の両面から貢献をなすもの

である。  
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研究成果の概要（図･グラフ等は使用しないこと。） 

本研究は、戦後の日本企業や労働組合が欧米の経営技法や労使関係概念の導入プロセスを彼

らの認 識 構 造の変 化に注 目 して解 明することを目 的 としている。彼 らが欧 米の経 営 技 法 や労 使関

係概念をどのように導入し、なおかつそれらがどのように変容したのかを検討することは、戦後日本の

高度経済成長を解く鍵である。先行研究は欧米経営技法の受け入れ主体による受容過程に注目

して既に分 析を行っている。しかし、それらは主に外部公表向けに加工された文書資料に依拠して

おり、具体的な実証に乏しい憾みがある。  

本研究は、先行研究を踏まえつつ、二つの視点から認識構造の変化に接近しようと試みた。その

第一は日本生産性本部の海外 視察団を数量的に把握するという量的な分析である。視察団の数

量的把握は先行研究でも行われているが、本研究では、社会経済生産性本部 （元日本生産性本

部 ）の内 部 資 料 を使 い、1万 名 以 上 の視 察 団 参 加 者 のデータベース（1955～1975年 度 ）を作 成 し

た。視 察団参加者データベースは所属産業や役職などをコード化して入力したので、先行研究より

も詳細な数量分析を行 うことができる。  

第二は、視 察団事業 を担当した元職員や元 視察団参加者のオーラル・ヒストリー資料を作成し、

それを分 析する質的な分析である。視察団の運営実態や認 識構造 の変化は先行研究でも触れら

れているが、上述したように公刊資料を利 用しているので、実態を理解するには不十分であった。本

研究では、視察団運営の実態と認識構造の変化を当事者の言葉から再構成する。  

第一の分析から明らかになったことを要約すると、以下の通りである。日本生産性本部の海外視察

団は、米国から視察団全体への補助が入っていた1955～1961年度の間、参加者数は3.5倍、視察

団数 は5倍強と急速 な伸びを見せた。1960年代初頭に米国による直接関与が停止されると参加者

数 、視察 団数ともに減 少したが、その後は年 度あたりの視 察団 数は維持 され、参 加 数は短 期研修

団などの新企画の導入によって再び急増しさえした。それは、参加者を送り出した組織が、自腹を切

ってでも日本生産性本部の視察団に参加者を送 り、彼 らの見聞を広め、帰国後にその知識 ・情報

を活用しようとした自主性 、積極性の現われであることを示している。また、日本生産性本部の独自

の努力によって海外視察という経験を堅実に活かすための制度が維持されていたため、視察団に参

加することの魅力がある水準で維持されていたことも示唆されている。  

以上の量 的な分析と平行して、オーラル・ヒストリー資料の作成を行った。残念ながら、視察団参

加者のご高齢やご病気などのために、インタビュー対象者を再選定するなどの必要に迫られたため、

当初の予定を変更してインタビューを実施せざるを得なかったが、以前に作成したオーラル・ヒストリー

資料とつき合わせることによって興味深い事実を得ることができた。まず、1950年代半ばの視察団草

創 期 から1990年 代 に至 るまで、視 察 団 運 営 の制 度 が基 本 的 には変 化 していなかったことがわかっ

た。アメリカによる関与 がなくなって以 降も、日 本生 産 性 本部 は視 察 団参 加 者のスクリーニング、事

前学習、同時通訳、報告書の作成といった一連の流れを維持し続けた。なかでも重要だったと思わ

れるのは、フリーライダーを排除し、参加者の知識水準の底上げを図って実際の視察活動や報告書

作成を容易にした事前準備のフェーズの制度的役割である。事前準備のフェーズを軸とした視察団

運営の制度によって、海外視察が単なる「物見遊山 」となることが避けられたのである。この点は先行

研究がこれまで注目してこなかった点であり、研究史に新たな貢献をなすことができたと思われる。  

また、データベースとオーラル・ヒストリー資料をつき合わせることによって、参加者の認識構造の変

化も読み取ることができた。参加者の主な送り出し主体である企業における日本生産性本部の視察

団の位置づけが、1970年前半を境に、中核メンバーの海外派遣から企業の重要なメンバーではある

が中核にはいない者の派遣へと変化していったことが、それである。この数量的な変化は、トップ・マ

ネジメント層が海外視察を通して日本と欧米 とのギャップを埋めていく必要性は次第に弱まっていく

一方で、ミドル・マネジメント層が海外視察を通して彼我のギャップを埋めていく必要性が次第に強ま

っていたことをうかがわせる。欧米経営技法が修正 ・改良されて日本的経営技法へと昇華していくた

めには、実 際 の生 産や営業の現 場を管理 する立 場にあるミドル・マネジメント層が彼 我のギャップを

認識し、それを埋めていく学習が重要であったことが先行研究から推察されるからである。これまで視

察団研究の関心 は主 にトップ・マネジメント視察団に向けられてきたが、ミドル・マネジメント層が参加

した視察団にも関心を向けるべきであることがここに示されている。  
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しかし、本研究では視察団の個別具体的な視察内容とその変化には踏み込まなかったため、トップ

とミドルそれぞれが認 識したギャップの内実までを実証的に明らかにすることはできなかった。視察団

参加者のうち、既に海外と接点があった方々は、認識したギャップがそれほど大きくなかったと証言し

た場合が多かった。この点は高度成長前期に海外留学した方々の証言からも補強された。他方で、

海 外 と接 点 がなかった方 々は、認 識 したギャップが大 きなものであったことを証 言 した場 合が多 かっ

た。先行研究は初期のトップ・マネジメント視察団が認識したギャップは多分に理念的なものであった

ことを明らかにしているが、本研究から、第一にミドル・マネジメント層に移行するにつれて認識のギャ

ップがより実践的な側面へと変化していった可能性、第二にトップ、ミドル問わず認識のギャップは海

外との接点や事前学習などに依存していた可能性、の二点の仮説が新たに示された。これらの点の

実証を含めた視察団のケース・スタディは今後の課題である。  
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